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１ 定住自立圏及び市町村の名称 

 

 (1) 定住自立圏の名称 

  上田地域定住自立圏 

 

 (2) 市町村の名称 

  上田市、東御市、青木村、長和町、坂城町、立科町、嬬恋村 

 

２ 上田地域定住自立圏の状況及び将来像 

 

 (1) 上田地域の状況 

   当地域は、豊かな自然環境を有し、古くは奈良の時代から人々が行き交うなど、東信濃地

方の経済・文化の中心として栄えてきました。 

   現在上田市は、JR北陸新幹線、しなの鉄道、上田電鉄別所線が上田駅で接続し、上信越自

動車道上田菅平インターチェンジを有するなど交通の要衝にあり、大規模商業施設や交流文

化施設が立ち並び、中心市街地の形成及び各種事業所の集積、史跡上田城跡をはじめとする

歴史遺産の存在など、政治・経済・文化の拠点都市としての役割を担っています。 

   また、東御市、青木村、長和町、坂城町、立科町、嬬恋村においても農業・商工業等の産

業はもとより、貴重な歴史・文化資産や、掛け替えのない自然環境など優れた地域資源を有

しており、各市町村はそれぞれの特性を活かしながら、一体となって発展してきました。 

   特に、昨今のＮＨＫ大河ドラマ「真田丸」放送による上田地域の知名度向上もあり、県内

外からの注目度が高まっている地域となっています。 

   圏域の住民は通勤、通学に加えて、買物、医療、レジャーなど様々な面でも相互に往来し、

住民の生活は広域的な結びつきを強めています。 

   自治体の連携については、平成 10年に長野県内で初となる上田地域広域連合を組織し、消

防、ごみ処理、介護認定など規約に基づいて様々な業務を行っています。また、人口減少社

会の急速な進展を背景に、地域の活力低下やコミュニティの衰退などが課題となる中、従来

の広域連合の枠組みを拡大して、広域連携をさらに充実させるため、平成 24年度から上田地

域定住自立圏の取組を開始しました。これにより各市町村の連携が迅速かつ柔軟に対応でき

るようになり、圏域の福祉・医療体制の充実や、教育環境の整備など、住み良い環境づくり

が着実に進んでいます。 

 

 ア 人口推計 

   圏域の人口は、平成 22年を基準とした場合、30年後の令和 22年には 25%程度減少すると

推計されている。 
 

  上田地域の将来推計人口 

 平成 22年 平成 27年 令和２年 令和７年 令和 12年 令和 17年 令和 22年 

人口 235,297 226,898 217,773 207,590 196,867 185,691 174,233 

指数 100.0 96.4 92.6 88.2 83.7 78.9 74.0 

〔出典:国立社会保障・人口問題研究所推計〕 
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 イ 人口動態(自然動態・社会動態) 

   圏域の人口動態は、自然動態(出生人口と死亡人口の差)の減少幅は拡大しているが、社会

動態(転入人口と転出人口の差)は平成 25年以降増加に転じている。 
 

  上田地域の人口動態 

 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

自然動態 △790人 △841人 △1,048人 △1,076人 △1,037人 △1,183人 △1,205人 △1,360人 △1,280人 

社会動態 △827人 △153人 △58人 207人 122人 56人 295人 328人 465人 

人 口 （ 参 考 ） 235,596人 234,493人 233,151人 231,566人 230,102人 229,613人 228,299人 226,921人 225,936人 

〔出典:長野県情報政策課毎月人口異動調査、嬬恋村統計書〕 

 

 

 ウ 通勤・通学 

   構成市町村における就業・通学者のうち、上田市へ通勤・通学する人の割合は下表のとお

りとなっている。（15 歳以上就業・通学者数で算出。また自宅従業者を除く。） 
 

  上田市に対する構成市町村からの通勤・通学割合 

構成市町村の人口 

（上田市を除く） 

構成市町村における 

通勤・通学者数 

構成市町村から上田市

への通勤・通学者数 
通勤・通学割合 

72,532 人 33,056 人 9,265 人 28.0 ％ 

〔出典:平成 27年国勢調査〕 

 

エ 医療 

   市外から地域の中核病院である信州上田医療センターを利用する人の割合は、下表のとお

りとなっている。 
 

  (ア) 信州上田医療センターの利用状況 

区 分 総 数 上 田 市 市   外 

入院者数 102,240 人 89,676人 87.7% 12,564人 12.3% 

外来者数 143,760 人 116,012人 80.7% 27,748人 19.3% 

合 計 246,000 人 205,688人 83.6% 40,312人 16.4% 

〔出典:信州上田医療センター(平成 30年度)〕 
 
 

  (イ) 上田市内科・小児科初期救急センターの利用状況 

  ◆小児科 

 区 分 総 数 上 田 市 構成市町村 その他(住所不明を含む) 

受診者数 1,575 人 1,163 人 73.8% 268人 17.0% 144人 9.2% 

電話相談 1,334 人 727人 54.5% 154人 11.5% 453人 34.0% 

〔出典:上田市内科・小児科初期救急センター(平成 30年度)〕 

  ◆内科 

 区 分 総 数 上 田 市 構成市町村 その他(住所不明を含む) 

受診者数 1,189 人 967人 81.3% 148人 12.5% 74 人 6.2% 

電話相談 817人 552人 67.6% 95 人 11.6% 170人 20.8% 

〔出典:上田市内科・小児科初期救急センター(平成 30年度) 
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  (ウ) 上田市立産婦人科病院の利用状況 

 区 分 総 数 上 田 市 構成市町村 その他 

入院者数 520人 307人 59.0% 55 人 10.6% 158人 30.4% 

〔出典:上田市立産婦人科病院調べ(平成 30年度)〕 

 

 

 

 オ 福祉 

   上田市を除く構成市町村から上小圏域障害者総合支援センター及び上小圏域成年後見支援

センターを利用する人の割合は、下表のとおりとなっている。 

 

  （ア） 上小圏域障害者総合支援センターの利用状況 

 区 分 総 数 上 田 市 上田市を除く構成市町村 

延べ相談人数 5,858 人 5,124 人 87.5% 734人 12.5% 

〔出典:上小圏域自立支援協議会事業報告(平成 30年度)〕 

 

  （イ） 上小圏域成年後見支援センターの利用状況 

区 分 総 数 上 田 市 上田市を除く構成市町村 

延べ相談人数 1,056 人 804人 76.1% 252人 23.9% 

〔出典: 上小圏域成年後見支援センター実績報告(平成 30年度)〕 

 

 

 カ 教育 

   不登校、病気・けが等による長期欠席児童、生徒数は、近年では減少傾向となっている。 

   ※平成 27年度から「長期欠席」の定義の変更が行われたことにより数値が上昇。 

 
   長期欠席児童、生徒数 

区 分 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成30年度 

小学校 125 人 113 人 117 人 118 人 151 人 127人 156人 

中学校 268 人 260 人 245 人 303 人 257 人 251人 301人 

〔出典: 長野県・嬬恋村 学校基本調査（平成 24年度～26年度）、27年度以降は各市町村聞取りによる〕 

 

 

 キ 産業 

   事業所数・従業者数及び、農家数・農業就業者数は下表のとおりとなっている。 

 

  (ア) 産業別就業人口 

総 数 
第一次産業 第二次産業 第三次産業 

就業者数 比率 就業者数 比率 就業者数 比率 

115,990 人 9,589 人 8.3 ％ 39,176 人 33.8 ％ 64,111 人 55.3 ％ 

〔出典:平成 27年国勢調査〕 
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  (イ) 事業所数の推移 

  平成 26年 平成 28年 比率 圏域内比率(H28) 

上 田 市 7,909 箇所 7,510 箇所 95.0 % 68.7 % 

構成市町村 3,091 箇所 3,424 箇所 110.8 % 31.3 % 

合   計 11,000 箇所 10,934 箇所 99.4 % - 

〔出典: H26経済センサス調査、H28経済センサス調査〕 

 

  (ウ) 事業所従業者数の推移 

  平成 26年 平成 28年 比率 圏域内比率(H28) 

上 田 市 75,516人 71,718 人 95.0% 70.2 % 

構成市町村 33,187人 30,490 人 91.9% 29.8 % 

合   計 108,703人 102,208 人 94.0% - 

〔出典: H26経済センサス調査、H28経済センサス調査〕 

 

  (エ) 農家数の推移 

平成 22年 平成 27年 

農家数 総世帯数 農家割合 農家数 総世帯数 農家割合 

14,356 戸 87,369 戸 16.4 ％ 12,571 戸 89,491 戸 14.0 ％ 

〔出典:農林業センサス調査（2010年、2015年）、国勢調査（H22、H27）〕 

 

  (オ) 農業就業人口(販売農家)の推移 

平成 22年 平成 27年 

農業就業者 人口 農業就業割合 農業就業者 人口 農業就業割合 

9,991 人 235,789 人 4.2 ％ 8,822 人 229,359 人 3.8 ％ 

〔出典:農林業センサス調査（2010年、2015年）、国勢調査（H22、H27）〕 

 

  (カ) 森林面積 

森林総面積 圏域総面積 森林面積率 

96,968 ha 136,346 ha 71.1 ％ 

〔出典: 平成 30年長野県民有林の現況 30.04.01、農林業センサス調査（2015年）〕 
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(2) 上田地域定住自立圏形成の背景と圏域の主な課題 

  上田圏域においても他の地方都市圏同様、少子高齢化の急速な進展と若年層の都市部へ

の流出を背景に今後も急速な人口減少が継続するものと見込まれており、国立社会保障・

人口問題研究所（以下：社人研）の推計では、平成 22年に 23万５千人だった圏域人口は、

30年後（令和 22年）には 17万４千人まで減少すると見込まれています。 

  加えて、公共サービスに対する住民ニーズが高度化・多様化する中、自治体ごとにフル

セットの行政サービスを提供していくことは難しくなってきています。 

  そのような状況下で、誰もが住み続けたいと思える地域を形成していくためには、市町

村の枠にとらわれず圏域全体を見据え、様々な主体と連携・協力して課題に対応し、自立

した持続可能な地方分権型社会を構築していくことが必要です。この共通認識の下、従来

から生活・経済・文化の面で繋がりの深い２市３町２村が平成 23年以降、上田地域定住自

立圏を形成し、連携して行政サービスの提供や事業実施に取り組んでまいりました。 

  その結果、平成 27年の国勢調査結果では、社人研推計（22万７千人、高齢化率 30.6%）

に対し、圏域総人口 22万９千人、高齢化率 30.0%と、圏域として人口減少・高齢化進展の

いずれも抑制することができました。 

  今般、上田地域定住自立圏では更なる圏域の活性化と、圏域住民の満足度向上に向け、

協定の見直しを行いました。その協定の下、上田地域の強みを生かして地域を活性化し、

また圏域共通の課題をひとつひとつ解決するため、第２次共生ビジョンでは以下の取組を

重点化してまいります。 

  まず、住民の定着や地域の持続的な発展に欠かせない産業分野においては、ものづくり

産業のグローバル化や食の多様化が進む中、圏域が有するものづくり産業基盤や、地域の

優れた農産品を活かし、企業間/産学官連携やブランド化を通じた圏域産業の底上げが重要

です。企業誘致や観光誘客においても各構成市町村がそれぞれに有する強みや魅力を有機

的に連携させることで相乗効果が期待されます。 

  直接的な人口増への寄与が期待される移住、定住の促進についても各地域の魅力や特色

を生かしながら、また圏域の繋がりによるメリットも合わせて圏域をＰＲすることで、多

くの移住希望者のニーズを満たし、UIJ ターンなどによる若者の移住・定住の受け皿とな

ることが可能です。特に地域に根差し、地域に貢献したいという強い想いの下、圏域に集

った地域おこし協力隊が存分に能力を発揮し、将来に亘り定住できるように支援する仕組

づくりも急務となっています。 

  また、圏域住民が自らの描く人生を不安なく選択できるよう、結婚から子育て、教育ま

でをきめ細やかに支援する体制も圏域で連携して整備してまいります。 

  これまでも着実に取り組んできた、地域医療の確保、充実や、福祉環境の整備について

は人々が将来に亘り安心して暮らしていく上で必要不可欠なものであり、引き続き圏域と

して一体となって進めてまいります。 

  多様な機能、多様な資源、多様な企業や人材を有する圏域市町村が連携してこれらの取

組を効果的に進めることで、すべての圏域住民が豊かな自然、優れた地域資源に恵まれた

この上田地域で、いつまでもその自然を享受しつつ、郷土に誇りと愛着を持ち、安心して

住み続けられる、そしてまた、圏域外の人々が訪れたい、住んでみたいと思える、魅力あ

る圏域づくりを目指します。 
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(3) 圏域の将来像 

  これまでに述べた本圏域の現状や課題等を踏まえ、上田市は必要な都市機能の提供、生

活機能の強化・充実に努めるとともに、地域の母都市として自覚と責任の下、先頭に立っ

てマネジメントを担い、圏域の一体的な発展を目指した取組を進めます。 

  また、圏域の構成市町村は、中心市及び他の市町村と連携、協力、役割分担して生活機

能の強化・充実に努めるとともに、多様な資源の保全・活用による圏域の魅力を高める取

組を進めます。 

  これらの取組により、地域住民の定住及び地域の活性化を実現するため、次の２つを将

来像として掲げ、圏域の人口減少および高齢化進展の抑制を目指します。 

 

◆ 『将来にわたり安心して暮らし続けられる圏域』 

    日常生活基盤の維持・確保、医療体制や社会福祉の充実、環境の保全など、住み慣れた

地域で安心して暮らし続けられる圏域を目指します。 

 

◆ 『活力の創出による自立した魅力溢れる圏域』 

    商工業、農業、観光等の産業振興や定住促進策の推進、人材の育成・交流等により活力

を創出し、自立した魅力溢れる圏域を目指します。 
 

＜中長期的な人口目標・高齢化率目標＞ 

  平成 22年 平成 27年 令和２年 令和７年 令和 12年 令和 17年 令和 22年 

人口減少抑制効果（人） - 1,224 3,157 6,428 10,478 15,197 20,770 

高齢化抑制効果（％） - 0.3% 0.6% 1.1% 1.7% 2.4% 3.4% 

※圏域目標値は各市町村の人口ビジョンの合算により算定 

 
 

３ 共生ビジョンの期間 
 

  平成 29年度から令和３年度までの５年間とする。 

  ただし、毎年度所要の変更を行うものとする。 

（人） （%） 

約 2 万人増 

3.4%減 

令和２年 令和７年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 平成 27 年 平成 22 年 
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４ 協定に基づき推進する具体的取組 

(1) 生活機能の強化に係る政策分野 

 ア 医療 

    圏域住民が安心して各種医療を受けられる環境を整備するため、中心市と構成市町村が

信州上田医療センター等の公的医療機関並びに関係機関等と連携しながら、圏域における

安定した医療供給体制を確保する。 

 

成果指標 

（KPI） 
信州上田医療センターの医師数 

現状値 

（H28） 
61 人 

目標値 

(R５) 
80 人 

 

１-① 

事 業 名 地域医療教育センター支援事業 構成市町村名 

事業概要 

信州上田医療センターが開設する地域医療教育

センターに対し、地域医療再生計画終了後も継続

事業として、平成 29年度以降も財政的な支援を

行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町 

事業効果 
地域医療再生事業における医師確保は 10年程度を要することから、地域が継続して

支援を行うことにより、医師の安定的な確保が図られる。 

中心市の役割 
支援に係る信州上田医療センター、信州大学医学部附属病院、県、広域連合、関係

市町村との調整・具体的支援内容の検討、事業の効果の検証 

構成市町村の役割 具体的支援内容の検討・事業の効果の検証 

費用の考え方 広域連合のふるさと基金を取り崩して実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

32,608 38,230 28,001 28,006 28,006 

 

１-② 

事 業 名 深夜等初期救急患者受入体制の整備 構成市町村名 

事業概要 

平日夜間（23 時まで）の外科系の軽症患者及び平

日深夜（23時以降）の外科系及び内科系の軽症患

者を輪番病院が受入をしている。地域医療再生計

画終了後も継続事業として、平成 29年度以降も

財政的な支援を行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
平日夜間の外科系の軽症患者及び平日深夜の外科系、内科系の軽症患者の初期救急

医療体制の維持を図る。 

中心市の役割 
支援に係る関係医療機関及び市町村との調整 

支援の実施、事業の効果の検証 

構成市町村の役割 支援の実施 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

9,140 8,870 9,561 10,413 10,413 

取組 取組の内容 

（ア）地域医療再生に向けた

取組 

救急医療と周産期医療の再構築を核とする上小医療圏の再生を目標と

した「上小医療圏地域医療再生計画」に基づいた各種事業を実施する。 



 

8 

 

１-③ 

事 業 名 上田市内科・小児科初期救急センター運営 構成市町村名 

事業概要 
夜間の初期救急を担う上田市内科・小児科初期救

急センターを運営する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町 

事業効果 

上田市内科・小児科初期救急センターを運営することにより、輪番病院や信州上田

医療センターなどの二次救急医療機関での軽症患者の受診者が減り、医療スタッフ

の負担軽減が図られる。 

中心市の役割 初期救急センターの運営、施設の維持管理 

構成市町村の役割 初期救急センターの共同運営の実施 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

36,163 38,589 39,441 41,395 41,395 

補助金等の名称 補助率 

長野県小児初期救急医療体制整備事業費補助金 1/2 

 

１-④ 

事 業 名 周産期医療体制の確立 構成市町村名 

事業概要 

上田市立産婦人科病院と東御市立助産所とうみ

が、分娩を再開した信州上田医療センターと連携

を図り、圏域内での周産期医療提供体制の確立を

図る。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町 

事業効果 
圏域内での正常分娩取扱数が確保されるとともに、ハイリスク分娩を担う信州上田

医療センターとの連携による安全な医療提供体制が確保される。 

中心市の役割 

上田市立産婦人科病院の運営 

信州上田医療センターとの連携 

構成市町村との周産期医療体制の確立・維持のための連絡調整 

構成市町村の役割 

東御市立助産所とうみの運営（東御市） 

信州上田医療センターとの連携 

中心市との周産期医療体制の確立・維持のための連絡調整 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

708,506 672,935 752,077 697,756 697,756 
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 イ 福祉 

    圏域で安心して子どもを産み・育てることができ、又、障がい者や高齢者が安心して暮

らせる地域を形成するため、中心市と構成市町村が連携し、結婚支援、子育て支援施策の

充実・強化、並びに障がい者や高齢者に対する支援体制の確立・充実を図る。 

 

取組 取組の内容 

（ア）結婚から子育てまでの

きめ細かな支援に向け

た取組 

結婚支援体制の連携強化を図る。 

 

成果指標 

（KPI） 
構成市町村の合計婚姻数 

現状値 

（H27） 
1,043 件 

目標値 

(R３) 
1,089 件 

 

２-① 

事 業 名 結婚支援連携事業 構成市町村名 

事業概要 

未婚化・少子化を地域全体の課題と捉え、結婚適

齢期世代の結婚に向けた意識の醸成と、親や企

業、地域住民のサポート体制の構築や結婚を支援

する者のスキルアップを図るとともに、結婚支援

団体等による男女の出会いの場、交流の場の取組

が活発になるよう、市町村による情報共有や結婚

支援団体等との連携事業の検討を行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 
各市町村の取組を連携して行うことにより、出会いの場の拡大や交流人口の増加に

より新たな施策展開につなげることができる。 

中心市の役割 
構成市町村が実施している結婚支援事業や結婚支援への問題点などを把握し、今後

の連携事業等の実施に向け構成市町村と調整を行う。 

構成市町村の役割 結婚支援団体等が行っている事業の把握や、今後必要な支援等の検討を実施。 

費用の考え方 必要に応じて、国交付金の活用や構成市町村の負担金により連携事業を実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － 885 885 

 

 

取組 取組の内容 

（ア）結婚から子育てまでの

きめ細かな支援に向け

た取組 

子育て支援体制を充実させる。 

 

成果指標 

（KPI） 
市町村連携を図り、子育て支援施設を利用できる対象者の範囲を広げる。 

現状値 

（H28） 
１市 

目標値 

(R３) 
１市２町２村 
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３-① 

事 業 名 子育て支援施設「ゆりかご」運営事業 構成市町村名 

事業概要 

核家族で実家が遠い人、家庭での育児が不安な

人、産後の肥立ちが思わしくないなどの母親が、

子と一緒に泊まって生活し、希望に応じ沐浴や育

児相談など育児に関する支援をする。 

[利用定員] １日２家族 

[利用期間] ６泊７日まで 

[利用料金] １日 3,050円（食事代は別） 

構成市町村に利用者の範囲を拡大する。 

上田市、青木村、長和町、 

坂城町、嬬恋村 

事業効果 利用できる範囲が拡大し、子育て支援施設を有効に活用できる。 

中心市の役割 事業運営 

構成市町村の役割 費用負担 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する（均等割（10％）、利用実績（90％））。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

4,180 4,057 4,955 4,989 4,989 

 

 

取組 取組の内容 

（ア）結婚から子育てまでの

きめ細かな支援に向け

た取組 

病児・病後児保育事業を充実する。 

 

成果指標 

（KPI） 
事業の周知を図り、利用に必要な登録者数を増やす。 

現状値 

（H28） 
1,068 人 

目標値 

(R３) 
1,200 人 

 

４-① 

事 業 名 病児・病後児保育センター運営事業 構成市町村名 

事業概要 

病中又は快復期にある児童で集団保育ができな

い、また、保護者の就労等により家庭で保育でき

ない児童を預かる病児保育センターの運営を、上

田病院及び丸子中央病院へ委託し、病児・病後児

保育事業を実施する。 

上田市、青木村、長和町 

事業効果 
安心して子育てができる環境を整備し、児童の健全な育成につなげるとともに、子

育て世帯の子育てと就労の両立支援が図られる。 

中心市の役割 
・病児保育センターの運営。 

・事業の周知及び関係機関への協力依頼。 

構成市町村の役割 事業の周知及び利用登録の実施。 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する（均等割 10％、利用実績割 90％）。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

11,646 11,083 22,590 22,490 22,490 

補助金等の名称 補助率 

子ども・子育て支援交付金 国 1/3、県 1/3 
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取組 取組の内容 

（ア）結婚から子育てまでの

きめ細かな支援に向け

た取組 

障がい児担当保育士の連携により、圏域での支援体制を強化する。 

 

成果指標 

（KPI） 
障がい児への支援体制強化の取組年間実施内容 

現状値 

（H28） 

講演会２回、学習会３回、 

実習３か所 10回実施 

目標値 

(R３) 

講演会２回、学習会３回、 

実習３か所 10回実施 

 

５-① 

事 業 名 
障がい児担当保育士育成研修 

（公開保育・実習等による研修） 
構成市町村名 

事業概要 
障がい児担当保育士を育成するための研修会を

開催する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 

事業効果 

高い専門性を有する障がい児担当保育士を育成し、より充実した支援を行うことで、

子どもの健全な成長を促すとともに、安心して子育てのできる環境を整備すること

ができる。 

中心市の役割 
・各種研修会の計画及び開催に向けた事務 

・各種研修会への発達支援担当保育士の参加 

構成市町村の役割 

・発達支援担当保育士の育成及び配置 

・各種研修会への発達支援担当保育士の参加 

・各種研修会の費用負担 

費用の考え方 
構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

※負担金算出方法＝事業費の 10％を均等割＋90％を参加者数割で算出 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

17 23 160 160 160 

 

５-② 

事 業 名 保育所職員に対する研修会（講演会等の開催） 構成市町村名 

事業概要 
保育所職員を対象に、発達に支援を必要とする子

どもの保育に係る研修会を開催する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 

事業効果 
全ての保育所職員が、発達に支援を必要とする児童に対する保育への理解を深める

ことで、保育園における発達支援体制の充実が図れる。 

中心市の役割 
・研修会の計画及び開催に向けた事務 

・研修会への保育所職員の参加 

構成市町村の役割 
・研修会への保育所職員の参加 

・研修会の費用負担 

費用の考え方 
構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

※負担金算出方法＝事業費の 10％を均等割＋90％を参加者数割で算出 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

28 120 181 181 181 
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取組 取組の内容 

（ア）結婚から子育てまでのき

め細かな支援に向けた

取組 

発達支援に関する地域連携体制を充実させる。 

 

成果指標 

（KPI） 
地域課題の共有を図り、発達支援の充実にむけて講演会等開催し参加人数を増やす。 

現状値 

（H28） 
363人 

目標値 

(R３) 
500人 

 

６-① 

事 業 名 発達支援に関する地域連携推進事業 構成市町村名 

事業概要 

市町村の発達支援の現状と課題を共有し、課題解

決や発達支援の充実を図るために、市民や支援者

に向けた発達障がいに関する講演会や研修会等

を開催するなど地域連携事業を実施する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 発達支援体制の充実が図られる。 

中心市の役割 

発達支援事業の現状や課題などの情報交換の場の設定と、構成市町村の意向を踏ま

えた支援者向け及び一般のかたを対象とした研修会や講演会の開催など発達支援に

係る地域連携事業を検討、実施。 

構成市町村の役割 
発達支援事業の現状や課題などの情報交換と、研修会や講演会などの地域連携事業

に対する協力。 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

410 409 411 411 411 
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取組 取組の内容 

（イ）障がい者・高齢者の権

利を護る体制の確立に

向けた取組 

成年後見及び権利擁護体制を充実する。 

 

成果指標 

（KPI） 
成年後見制度の成年後見申立ての支援実施件数 

現状値 

（H27） 
26 件 

目標値 

(R３) 
60 件 

 

７-① 

事 業 名 上小圏域成年後見支援センター運営事業 構成市町村名 

事業概要 上小圏域成年後見支援センターの設置・運営を行う。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
成年後見や権利擁護に関する相談、助言、各種支援、普及啓発等を、一元的・総合

的に行うことで住民サービスが向上し、市町村関係各課も助言、支援が得られる。 

中心市の役割 構成市町村への情報提供や上小圏域の権利擁護事業の推進  

構成市町村の役割 中心市への情報提供や上小圏域の権利擁護事業の推進  

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する（均等割 10%・人口割 90%）。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

20,349 21,448 24,003 24,212 24,212 

 

 

取組 取組の内容 

（イ）障がい者・高齢者の権

利を護る体制の確立に

向けた取組 

障がい児者の地域生活支援体制を整備する。 

 

成果指標 

（KPI） 
定着支援台帳の整備件数 

現状値 

（H28） 
49 件 

目標値 

(R３) 
400件 

 

８-① 

事 業 名 地域生活支援拠点整備事業 構成市町村名 

事業概要 

障がい児者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見

据え、障がい児者の地域生活を支援する観点か

ら、住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよ

う様々な支援が切れ目なく提供できる仕組みの

構築が求められている。 

第 5期障がい福祉計画においては、令和２年度末

までに平成 29年度に整備した地域生活支援拠点

の機能を充実・強化することとしており、機能に

ついては次の５つの機能としている。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 
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１ 相談 

 地域移行支援や地域定着支援による常時の連

絡体制や緊急事態等の連絡支援、親元からの自立

等に当たっての相談や地域での暮らしの相談、障

がい児者やその家族からの相談に応じる機能 

２ 体験の機会・場 

 地域移行や親元からの自立等に当たって、グル

ープホームや短期入所等の障がい福祉サービス

の利用や一人暮らしの体験の機会や場を提供す

る機能 

３ 緊急時の受入・対応 

 地域で生活する障がい児者の急な体調不良や、

介助者又は家族の急病等の場合に備え、短期入所

等における緊急受入や医療機関への連絡等の必

要な対応を行う機能(⇒市町村の財政的支援) 

４ 専門的な人材の確保・養成 

 医療的ケアが必要な者や行動障がいを有する

者、高齢になった障がい者への対応について専門

的な対応を行うことができる体制の確保や支援

を行うことができる専門的な人材の養成を行う

機能 

５ 地域の体制づくり 

 コーディネーターの配置等により地域の障が

い児者の様々なニーズに対応できるサービスの

提供や地域の体制整備を行う機能 

 上小圏域には、多くの法人、多様な事業所等が

あり、こうした関係機関が役割を担い、有機的に

連携を図っていけるよう面的な整備をしていく。 

事業効果 

障がい児者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい児者の地域生活を支

援する観点から、住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう様々な支援が切れ

目なく提供できる仕組みが構築され、もって障がいの有無に関わらず共生社会の実

現につながる。 

中心市の役割 ・関係法人との連絡調整 

構成市町村の役割 
・定着支援台帳等の管理・体験の機会や場の提供 

・社会資源の開発（一般相談支援事業所の登録指定等） 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する（均等割 10%・人口割 90%）。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

3,694 3,694 3,939 3,951 3,951 

補助金等の名称 補助率 

地域生活支援事業（居室確保事業） 
国 1/2以内 

県 1/4以内 
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 ウ 教育・文化 

    圏域において児童・生徒が快適な学校生活を送れるよう、中心市と構成市町村が連携し、

安心して学べる環境づくりを行う。また、生涯を通じて学ぶ機会を提供し、地域の文化を

守り・育むことを目指して、中心市と構成市町村が連携して取り組む。 

 

取組 取組の内容 

（ア）児童生徒に対するきめ

細かな支援体制の確立

に向けた取組 

不登校児童・生徒の相談支援体制を充実する。 

 

成果指標 

（KPI） 

①不登校児童情報交換会開催回数 

②研修会に参加する教職員数 

現状値 

（H28） 

①１回（４月） 

②364 人 

目標値 

(R３) 

①２回（４月及び 10月） 

②計画期間中に構成市町村内の小中学

校に勤務する教職員が全員参加 

 

９-① 

事 業 名 不登校児童・生徒に関わる情報交換会開催 構成市町村名 

事業概要 
不登校児童生徒に関わる日頃の教育相談や支援

活動に関する情報交換会を開催する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
不登校児童生徒に関わる相談・支援活動について情報交換することにより、構成市

町村による支援策向上が図られる。 

中心市の役割 情報交換会の企画、実施及び参加 

構成市町村の役割 情報交換会への関係者の参加 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

９-② 

事 業 名 不登校児童・生徒に関わる研修会の開催 構成市町村名 

事業概要 
不登校児童生徒に関わる課題解決のための研修

会を開催する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
不登校児童生徒に関わる相談・支援について研修を行うことで、構成市町村の教職

員の指導力向上が図られる。 

中心市の役割 研修会の企画、実施及び研修会への参加 

構成市町村の役割 関係者への周知及び研修会への参加 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

21 12 57 64 64 

 

 

取組 取組の内容 

（ア）児童生徒に対するきめ

細かな支援体制の確立

に向けた取組 

児童生徒が安心して登校し、学校生活を送ることができるよう、きめ

細かな支援体制を充実させる。 
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成果指標 

（KPI） 

①スクールカウンセラーを活用した小中学校数 

②スクールソーシャルワーカーを活用した小中学校数 

現状値 

①（H28） 

②（H27） 

①小学校６校・中学校２校 

②小学校 12 校・中学校５校 

目標値 

(R３) 

①小学校 10 校・中学校５校 

②小学校 20 校・中学校 10校 

 

１０-① 

事 業 名 スクールカウンセラー活用事業 構成市町村名 

事業概要 
様々な悩みを抱える児童生徒を支援するために、

「心の専門家」によるカウンセリングを行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 児童生徒や保護者、教職員に対する相談支援体制の充実が図られる。 

中心市の役割 スクールカウンセラーの配置及び派遣に関わる調整事務 

構成市町村の役割 スクールカウンセラーの派遣に関わる調整事務 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

1,755 1,723 1,583 1,756 1,756 

 

１０-② 

事 業 名 スクールソーシャルワーカー活用事業 構成市町村名 

事業概要 
課題を抱える児童生徒について、関係機関等と調

整、連携を進め環境改善を図る。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 児童生徒や保護者、教職員に対する相談支援体制の充実が図られる。 

中心市の役割 スクールソーシャルワーカーの配置及び派遣に関わる調整事務 

構成市町村の役割 スクールソーシャルワーカーの派遣に関わる調整事務 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

2,109 2,107 2,478 1,986 1,986 

 

 

取組 取組の内容 

（イ）圏域の特性を生かした

生涯学習の促進に向け

た取組 

地域資源や施設の有効活用及び圏域住民の利便性向上に向け総合的に

取り組む。 

 

成果指標 

（KPI） 

①図書館利用の促進（貸出冊数） 

②文化芸術鑑賞機会の充実 

現状値 

①（H27） 

②（H28） 

①立科町・嬬恋村合計貸出冊数

6,936 冊 

②音楽、演劇等鑑賞事業 10 事業 

美術館展覧会、特別展覧会 ３事業 

目標値 

①(R３) 

②(R３) 

①立科町・嬬恋村合計貸出数 

7,800 冊 

②音楽、演劇等鑑賞事業 10 事業 

美術館展覧会、特別展覧会 ３事業 
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１１-① 

事 業 名 図書館相互利用の促進事業 構成市町村名 

事業概要 
図書館設置市町村以外の住民が利用する際必要

な手続きを簡略化するなど弾力的な対応を行う。 
上田市、立科町、嬬恋村 

事業効果 
圏域内での図書館利用の促進が図られるとともに、図書館利用が向上することで生

涯学習の推進が図られる。 

中心市の役割 
図書館登録の弾力的運用 

図書館利用促進に向けた周知及び構成市町村図書館・室との連携 

構成市町村の役割 図書館利用促進に向けた周知及び中心市図書館との連携 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

１１-② 

事 業 名 図書館連携事業 構成市町村名 

事業概要 
図書館利用の促進に向け、圏域内での連携事業を

検討・実施する。 
上田市、立科町、嬬恋村 

事業効果 
図書館で行う取組について横断的に情報交換・意見交換を行い、連携して事業を行

うことで、住民の図書館利用を促進する。 

中心市の役割 図書館連携事業の検討及び実施、並びに圏域内の情報共有に向けた調整 

構成市町村の役割 連携事業の情報の共有 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

１１-③ 

事 業 名 芸術文化振興に向けた連携促進 構成市町村名 

事業概要 

圏域住民がより多く芸術に触れることができる

よう、サントミュ－ゼ等の文化施設の利用促進を

図る。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 
文化芸術活動に触れることにより心豊かな市民生活の実現と子どもたちをはじめと

する次世代育成が図られる。 

中心市の役割 
圏域住民がより多く芸術に触れることができるよう調整を図り、サントミュ－ゼ等

の文化施設の利用促進及び次世代育成につなげていく。 

構成市町村の役割 
圏域住民がより多く芸術に触れることができるよう調整を図り、サントミュ－ゼ等

の文化施設の利用促進および次世代育成につなげていく。 

費用の考え方 想定する事業実施を連携して行う場合は各市町村で予算化する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

188,528 112,732 141,820 128,500 128,500 
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取組 取組の内容 

（イ）圏域の特性を生かした

生涯学習の促進に向け

た取組 

地域の高等教育機関を核とした、地域課題研究・課題解決ネットワー

クを形成する。 

 

成果指標 

（KPI） 
公立大学法人長野大学と自治体等が協働する地域づくりの連携事業 

現状値 

（H28） 
18 事業 

目標値 

(R３) 
24 事業 

 

１２-① 

事 業 名 公立大学法人長野大学の活用と連携促進 構成市町村名 

事業概要 

圏域住民および市町村が地域課題を研究し、課題

解決に繋げるネットワークを形成できるよう、長

野大学が中心となり学習機会や学術的知見を提

供する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 
圏域住民・市町村が地域課題について議論、研究する機会が増え、課題解決に取り

組む主体のネットワークが形成されることで、効率的な地域運営が期待される。 

中心市の役割 公立大学法人長野大学の設置。高等教育機関との連絡調整。 

構成市町村の役割 地域課題の解決に向けた高等教育機関の活用。住民への積極的な情報提供。 

費用の考え方 個別調査等を行う場合は各市町村で予算化する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

- - - - - 
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 エ 環境 

    豊かな自然環境の保全を図り、住民が快適に暮らせる圏域を形成するため、中心市と構

成市町村が連携し各種環境施策の推進を図る。 

 

 

成果指標 

（KPI） 
森林整備面積（市有林及び私有林の間伐実施面積）の拡大 

現状値 

（H27） 
209ha 

目標値 

(R３) 

2,525ha(平成 29年度～令和３年度の

５ヶ年累計〔年平均 505ha/年〕) 

 

１３-① 

事 業 名 民有林の間伐促進 構成市町村名 

事業概要 各市町村が民有林の間伐を促進する。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 森林が持つ公益的機能が持続的に発揮され、木材自給率(力)の向上等が期待できる。 

中心市の役割 構成市町村との連携による、国県等の補助金を活用した民有林の間伐 

構成市町村の役割 中心市との連携による、国県等の補助金を活用した民有林の間伐 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

25,193 22,057 24,633 22,516 22,516 

補助金等の名称 補助率 

森林環境保全直接支援事業 他 4/10 他 

 

１３-② 

事 業 名 森林保護啓発イベントの開催(上小森林祭(県主催)) 構成市町村名 

事業概要 

毎年 5月に県及び上小 4市町村のうち会場となる

市町村が主体となって上小森林祭を開催するほ

か、各市町村が独自に啓発イベントを開催する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 市民等の森林に対する関心や森林保護意識等の高揚が図られる。 

中心市の役割 上小森林祭への協力及び市民等を対象としたイベントの開催 

構成市町村の役割 上小森林祭への協力及び市民等を対象としたイベントの開催 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

1,464 1,000 1,745 1,729 1,729 

補助金等の名称 補助率 

森林づくり推進支援金【森林税事業】 10/10 

 

 

取組 取組の内容 

(ア)豊かな森林環境の保全・

整備、有害鳥獣対策に向

けた取組 

社会全体の共通財産である森林を守り、育むとともに、間伐材や林地

残材の有効活用を図る。 
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１３-③ 

事 業 名 木質バイオマス利活用策の研究・検討 構成市町村名 

事業概要 

木材チップ化機械等の導入補助など木質バイオ

マスの利活用促進策について研究・検討するとも

に、利活用促進のための支援措置を行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 地球温暖化防止、循環型社会の構築、新産業の創出等が期待できる。 

中心市の役割 木質バイオマス利活用策の研究・検討、及び支援措置の実施 

構成市町村の役割 木質バイオマス利活用策の研究・検討、及び支援措置の実施 

費用の考え方 バイオマスストーブ等導入補助金 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

1,650 1,400 1,420 1,750 1,750 

補助金等の名称 補助率 

長野県森のエネルギー推進事業補助金 10/10 

 

１３-④ 

事 業 名 
国有林の適正な森林整備等の促進に係る連携 

（国への要望） 

構成市町村名 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 事業概要 国有林の適正な森林整備等について国へ要望する。 

事業効果 森林の持つ公益的な機能の持続的発揮、木材自給率（力）の向上等が期待できる。 

中心市の役割 国主催の会議など機会を捉え、構成市町村と連携して国へ要望 

構成市町村の役割 国主催の会議など機会を捉え、中心市と連携して国へ要望 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

 

取組 取組の内容 

（ア）豊かな森林環境の保

全・整備、有害鳥獣対策

に向けた取組 

アカマツの松くい虫による立ち枯れを防止し、圏域内の山村の森林機能

を保全するため、森林病害虫等防除法に基づいた松くい虫防除対策を総

合的に進める。 

 

成果指標 

（KPI） 
防除対象松林面積（守るべき松林面積）の持続的維持（現状維持） 

現状値 

（H27） 

松林全体面積 9,323 haの内守る 

べき松林面積 5,775ha 

目標値 

(R３) 
松林全体の 62％ 

 

１４-① 

事 業 名 被害木の伐倒駆除 構成市町村名 

事業概要 松くい虫被害木の伐倒駆除を行う。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 

事業効果 松くい虫被害の拡大防止が図られる。 

中心市の役割 被害木の伐倒駆除を実施する。市町村境は連携して実施 

構成市町村の役割 被害木の伐倒駆除を実施する。市町村境は連携して実施 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 
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事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

258,708 207,665 170,180 179,244 179,244 

補助金等の名称 補助率 

保全松林健全化整備事業 他 7/10 他 

 

１４-② 

事 業 名 地上薬剤散布・樹幹注入 構成市町村名 

事業概要 松林へ地上薬剤散布及び樹幹注入を実施する。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 

事業効果 松林の健全化（松くい虫被害の防除）が図られる。 

中心市の役割 地上薬剤散布及び樹幹注入の実施 

構成市町村の役割 地上薬剤散布及び樹幹注入の実施 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

15,483 14,269 11,353 20,352 20,352 

補助金等の名称 補助率 

保全松林健全化整備事業 6/10 他 

 

１４-③ 

事 業 名 樹種転換 構成市町村名 

事業概要 松林から広葉樹等に樹種を転換する。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 

事業効果 健全な松林の保護、針広混交林による森林の持つ公益的機能が持続的に発揮される。 

中心市の役割 樹種転換の促進 

構成市町村の役割 樹種転換の促進 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

2,994 13,064 11,171 13,906 13,906 

 

１４-④ 

事 業 名 松くい虫防除対策の検討会(プロジェクトの実施) 構成市町村名 

事業概要 実証試験等を行い、効果的な対策を検討する。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 

事業効果 松くい虫被害の拡大防止が図られる。 

中心市の役割 
実証試験等の実施による、効果的な対策の検討 

構成市町村への情報提供（情報の共有化） 

構成市町村の役割 
実証試験等の実施による、効果的な対策の検討 

中心市への情報提供（情報の共有化） 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

91 91 114 114 114 
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１４-⑤ 

事 業 名 
国有林内の松くい虫防除対策推進に係る連携 

（国への要望） 

構成市町村名 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町 事業概要 
国有林内の松くい虫防除対策の推進について国へ

要望する。 

事業効果 松くい虫被害の拡大防止が図られる。 

中心市の役割 国主催の会議など機会を捉え、構成市町村と連携して国へ要望 

構成市町村の役割 国主催の会議など機会を捉え、中心市と連携して国へ要望 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

 

取組 取組の内容 

（ア）豊かな森林環境の保

全・整備、有害鳥獣対

策に向けた取組 

年々深刻化している野生鳥獣による農林業被害の軽減に向けて、圏域内

市町村が連携した対策事業を実施する。 

 

成果指標 

（KPI） 
野生鳥獣による農作物被害額の削減 

現状値 

（H27） 
248,380 千円 

目標値 

(R３) 
202,000千円（約 19%削減） 

 

１５-① 

事 業 名 有害鳥獣駆除対策の推進 構成市町村名 

事業概要 

イノシシ、ニホンジカ等有害鳥獣の駆除（捕獲）

を推進するとともに、捕獲個体の処理・ジビエ肉

への有効活用について民間事業者とともに調査

研究を進め、事業化を推進する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村 

事業効果 農作物被害の低減、６次産業化が図られる。 

中心市の役割 有害鳥獣の駆除を実施、調査研究・事業化に向けた調整を図る。 

構成市町村の役割 有害鳥獣の駆除を実施、調査研究・事業への参加協力 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

60,966 56,371 48,521 48,221 48,221 

補助金等の名称 補助率 

鳥獣被害防止総合対策交付金 他 1/2 

 
１５-② 

事 業 名 
関係市町村による有害鳥獣に関する情報交換会

の開催や効果的な対策の研究 

構成市町村名 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村 事業概要 
関係市町村等で効果的な被害防止対策を研究す

るとともに、情報の共有化を図る。 

事業効果 農作物被害の低減が図られる。 

中心市の役割 
県等と連携した効果的な被害防止対策の研究、及び、構成市町村との情報共有 

（国・県主催の会議等の活用） 
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構成市町村の役割 
県等と連携した効果的な被害防止対策の研究、及び、中心市との情報共有 

（国・県主催の会議等の活用） 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

380 820 1,000 722 722 

 

１５-③ 

事 業 名 市町村境における有害鳥獣の広域捕獲の連携 構成市町村名 

事業概要 市町村境での有害鳥獣の広域捕獲を推進する。 
上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村 

事業効果 農作物被害の低減が図られる。 

中心市の役割 
上小広域捕獲推進協議会（県事務局）等が実施する広域捕獲への協力、隣接市町村

間での有害鳥獣捕獲の相互許可 

構成市町村の役割 
上小広域捕獲推進協議会（県事務局）等が実施する広域捕獲への協力、隣接市町村

間での有害鳥獣捕獲の相互許可 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

408 408 6,054 6,114 6,114 
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 オ 産業振興 

    圏域における安定した産業基盤を形成するため、産・学・官の連携による、各種産業振

興支援策の充実・強化を図る。 

    観光交流人口の増加を図るため、中心市と構成市町村が連携して観光資源・情報を内外

に発信するなど、新たな観光施策の展開を図る。 

 

取組 取組の内容 

（ア）産業の活性化に向けた

取組 

東信州における「層の厚いものづくり産業」「価値創造型ものづくり基

盤技術産業」の集積を目指し、人材育成・確保、技術支援、事業環境

整備、企業誘致体制の強化等に取り組む。 

 

成果指標 

（KPI） 
産業支援機関（AREC）会員数 

現状値 

（H28） 
202社 

目標値 

(R３) 
300社 

 

１６-① 

事 業 名 産業立地・人材養成支援事業 構成市町村名 

事業概要 

産学官連携の強みを活かし、地域内産業支援機関

を中心に商工団体等の協力によりセミナー等を

開催する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町 

事業効果 
企業の技術力の向上や産業人材の育成による企業の競争力強化・事業の高度化の促

進が図られる。 

中心市の役割 企業、産業支援機関及び大学・商工団体との総合的調整 

構成市町村の役割 企業及び商工団体との調整 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － － － 

 

１６-② 

事 業 名 企業立地情報の共有・発信事業 構成市町村名 

事業概要 

構成市町村の立地情報を HP 作成、パンフレット

等の作成および展示会への出展などで地域の企

業立地情報として発信する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町 

事業効果 地域内・県内外等から企業立地の促進による産業集積が図られる。 

中心市の役割 立地情報の収集、パンフレット等管理及び立地情報管理 

構成市町村の役割 立地情報の収集・情報発信 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

1,440 － － － － 

補助金等の名称 補助率 

企業立地情報の共有・発信事業負担金  
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１６-③ 

事 業 名 技術・製品開発等に対する支援 構成市町村名 

事業概要 

地域内の中小企業等が行う新技術・新製品等に係

る開発事業に関して、地域内産業支援機関のコー

ディネータを活用し、国等の補助事業の活用や開

発等に係る支援を実施する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町 

事業効果 新技術及び新製品等の開発促進による地域産業の活性化が図られる。 

中心市の役割 事業進捗に係る総括 

構成市町村の役割 企業及び関係団体等への周知及び商工会等との連携 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － － － 

 

１６-④ 

事 業 名 上田地域産業展支援事業 構成市町村名 

事業概要 

展示会等により上田地域の企業が地域内の特徴

ある技術や製品を再認識し、ビジネスチャンスの

創出の提供とともに、地域住民に地元産業や企業

への理解を深め、ものづくり教室等の開催により

次代を担う子供にものづくりの関心を高める。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町 

事業効果 ビジネスチャンスの拡大、地元企業ＰＲ及びものづくりへの関心が高まる。 

中心市の役割 商工団体等への支援及び事務局運営支援 

構成市町村の役割 商工団体等への支援及び事務局運営支援 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

4,200 4,200 4,200 4,200 4,200 

補助金等の名称 補助率 

上田地域産業展負担金  

 

１６-⑤ 

事 業 名 広域連携推進事業 構成市町村名 

事業概要 

地域企業のグローバル化に対し、地域内のみでな

く、東信州産業振興協議会エリア等他地域との情

報交換及び交流を進める中で他地域との産産、産

学連携を進める。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町 

事業効果 他地域との産産、産学連携による新産業の創出及び事業の高度化の促進が図られる。 

中心市の役割 広域連携推進の事業進捗管理、情報収集及び関係機関との調整 

構成市町村の役割 広域連携による情報収集の商工団体・地域内企業への周知 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － － － 
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取組 取組の内容 

(イ)圏域の知名度アップに

向けた取組 

広域的なモデルコースの作成など、誘客につながる広域観光の推進を図

る。 

 

成果指標 

（KPI） 
観光 PRを行うキャンペーンの実施回数 

現状値 

（H28） 
年１回 

目標値 

(R３) 
年１回以上 

 

１７-① 

事 業 名 広域観光圏の形成の推進 構成市町村名 

事業概要 

広域観光圏の形成に向け、広域観光ルートの検討、

広域観光商品の造成を進める。また、圏域にある

自然・農林業などの体験メニューや工場見学、社

会見学プログラムなども観光素材として積極的に

活用していくことを検討する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村、 

坂城町 

事業効果 圏内の多様な観光資源を結ぶ観光ルートを作り、滞在時間を延ばし交流人口を増やす。 

中心市の役割 
圏域の交流人口増加に向けた周遊観光の基盤整備（担当者会議の開催による意見交換

や観光資源の洗い出し、取扱体験メニュー情報の整理など）。 

構成市町村の役割 中心市への情報提供、宣伝素材提供。 

費用の考え方 必要に応じて負担金の徴収・精算していく。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － － － 

 

１７-② 

事 業 名 観光地商品造成・キャンペーン 構成市町村名 

事業概要 
首都圏・北陸圏を中心に、県内も視野に観光キャ

ンペーン等の PR活動を実施する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村、 

坂城町 

事業効果 

観光キャンペーンを合同で実施し、広域観光圏としてＰＲすることで、滞在型観光

の誘客促進につながる。また、近接地域へ PR することで、リピーターの獲得を推進

する。 

中心市の役割 周辺市町村と連携した観光キャンペーン等の実施 

構成市町村の役割 中心市と連携した観光キャンペーン等の実施 

費用の考え方 必要に応じて各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

86 － 350 348 348 

 

 

 

取組 取組の内容 

(イ)圏域の知名度アップに

向けた取組 
特産品のブランド化及び PR 活動を推進する。 
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成果指標 

（KPI） 

①特産品等の販売・PR を行うキャンペーンの実施回数 

②圏域内の道の駅等が実施する連携イベント回数 

現状値 

（H28） 

① 年１回 

②  ０回 

目標値 

(R３) 

① 年１回以上 

② 年１回以上 

 

１８-① 

事 業 名 特産品等の販売・PRの促進 構成市町村名 

事業概要 

集客が期待できる観光地やイベント会場で、圏域

の特産品等を販売し、圏域全体の地域ブランドを

PR する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、嬬恋村 

事業効果 地域の特産品等を広く PRし、産業振興につなげる。 

中心市の役割 圏域の特産品等の情報収集、販売機会（物産展等）の情報収集 

構成市町村の役割 特産品の生産者・販売者との調整、イベントでの圏域の特産品の販売 

費用の考え方 必要に応じて各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

24 - 320 320 320 

 

１８-② 

事 業 名 銀座 NAGANO の活用 構成市町村名 

事業概要 

銀座 NAGANO における特産品の販売、観光 PR、圏

域の情報発信等について、構成市町村間で検討・

調整を行い、共同利用、相互 PR を進める。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
魅力ある地域の特産品等を集約し、効果的に PRすることができる。共同で行うこと

で経費節減が図れる。 

中心市の役割 会議の開催、活用方法の検討、経費負担の調整、相互 PR 

構成市町村の役割 会議への出席、特産品や観光情報等の収集、相互 PR 

費用の考え方 利用形態に応じて各市町村で予算化する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

239 － 150 150 150 

 

１８-③ 

事 業 名 道の駅の活用と連携の推進 構成市町村名 

事業概要 
道の駅が持つ、地域情報の発信や地域連携等の機

能を活かし、圏域の地域振興を図る。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町 

事業効果 
圏域の道の駅が連携し、地域観光資源等の情報発信を行うことで、地域の魅力を広

く PR し、地域振興につなげる。 

中心市の役割 圏域内の道の駅の情報収集と情報発信 

構成市町村の役割 圏域内の道の駅の情報収集と情報発信 

費用の考え方 必要に応じて各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － 7,701 7,701 
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取組 取組の内容 

(イ)圏域の知名度アップに

向けた取組 
スポーツを活用し、地域のブランド化及び地域活性化を促進する。 

 

成果指標 

（KPI） 

東京 2020オリンピック・パラリンピック事前キャンプ地誘致を含むイベント等誘致 PR

活動 

現状値 

（H28） 
５回 

目標値 

(R３) 
５回 

 

１９-① 

事 業 名 スポーツ合宿・高地トレーニング施設の誘致促進 構成市町村名 

事業概要 

スポーツ合宿、高地トレーニングの誘致促進のた

めの調査研究を行うとともに、アウトドアイベン

トの連携や、ハイシーズンにおける宿泊地の連絡

調整といった民間事業者の連携の取組を支援し

ていく。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 圏域全体の活性化、構成市町村同士の相互 PR、住民同士の圏域回遊性の向上 

中心市の役割 事業の調査研究・情報収集・とりまとめ、全体計画の進捗管理 

構成市町村の役割 事業の調査研究・情報収集・情報提供 

費用の考え方 各市町村で予算化して実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

36,902 14,458 36,150 9,050 9,050 

 

 

取組 取組の内容 

(ウ)地元農産物による地域経

済の活性化に向けた取組 

６次産業化等により、地元農産物の高付加価値化及び市場の開拓に取

り組む。 

 

成果指標 

（KPI） 

上田市「地産地消推進の店」認定店舗数 

※上田市「地産地消推進の店」とは、上田地産地消推進会議による、地域産品を積極的に使用して

地域の農林畜水産業を支援し、かつ安全安心な食を提供しようとする事業者の認定制度 

現状値 

（H28） 
70 店舗 

目標値 

(R３) 
80 店舗 

 

２０-① 

事 業 名 生産体制と消費者ニーズの情報収集 構成市町村名 

事業概要 
現行の生産体制と消費者（宿泊施設、飲食店、福

祉施設等）ニーズの情報収集を行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 地元農産物の地域内消費の拡大が図られる。 

中心市の役割 現行の生産体制と消費者（宿泊施設、飲食店、福祉施設等）ニーズの情報収集と集約  

構成市町村の役割 
現行の生産体制と消費者（宿泊施設、飲食店、福祉施設等）ニーズの情報収集と中心

市への情報提供 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 
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２０-② 

事 業 名 農産物販路拡大・６次産業化に対する支援 構成市町村名 

事業概要 
地産地消施設の広域連携及び地元農産物・加工品

の消費者へのマッチングを行う。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 圏域内の地産地消の更なる推進、農家所得の向上、地域経済の活性化が図られる。 

中心市の役割 

農産物生産者、流通業者及び構成市町村と協力した、地元農産物を地元で消費でき

る仕組みづくり及び体制づくりの検討と、構成市町村独自の取組の情報収集と情報

提供 

構成市町村の役割 
農産物生産者、流通業者及び中心市と協力した、地元農産物を地元で消費できる仕

組みづくり及び体制づくりの支援 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

２０-③ 

事 業 名 ワイン等を活用した地域振興連携 構成市町村名 

事業概要 

特色あるワイン用ぶどうの産地化とワイナリー

新規事業者への各種支援策を連携して調査研究

し、地域ブランドの創造に向けた個別事業の実施

につなげていく。千曲川ワインバレー（東地区）

特区連絡協議会との効率的な事業展開。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町 

事業効果 ワイン等の関連産業の雇用創出、農家所得の向上、地域経済の活性化が図られる。 

中心市の役割 千曲川ワインバレー（東地区）連絡協議会との調整 

構成市町村の役割 千曲川ワインバレー（東地区）連絡協議会と連携し、想定する事業を行う。 

費用の考え方 各市町村で予算化し、実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

600 600 600 600 600 

 

２０-④ 

 

事 業 名 新規就農者支援体制整備事業 構成市町村名 

事業概要 

JA 信州うえだ管内の３市町村が連携し、JA、有限会

社信州うえだファーム及び長野県とともに、新規就農

者育成確保に向けた任意団体「NPAプロジェクト（仮

称）」（New People to the Agriculture）を構成し、

連携機関が一体となり新規就農者の確保・育成・定着

を推進する。 

上田市、青木村、長和町 

事業効果 
「移住定住の促進」、「担い手農家増加」及び「遊休農地解消」に繋げ、農業振興

及び圏域経済の活性化を図る。 

中心市の役割 NPAプロジェクトとの調整 

構成市町村の役割 NPAプロジェクトと連携し、事業を推進する。 

費用の考え方 
・構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

・均等割（20％）＋農業算出額割（80％）で算出。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － 8,000 8,000 8,000 
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(2) 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 ア 地域交通 

    幹線道路及び生活道路を整備するとともに、圏域内外を結ぶ高規格道路等の整備促進に

向けた取り組みを中心市と構成市町村が連携して進め、圏域全体の道路ネットワークの構

築を図る。 

 

取組 取組の内容 

(ア)圏域内の幹線道路網等の

整備促進に向けた取組 

「上田地域 30分（サンマル）交通圏構想」を中心とした渋滞緩和及び

圏域内外との交流のための道路網整備を進める。 

 

成果指標 

（KPI） 
①市町村道改良延長・②市町村道舗装延長 

現状値 

（H27） 
①979,290ｍ・②1,534,140ｍ 

目標値 

(R３) 
①1,000,000ｍ・②1,570,000ｍ 

 

２１-① 

事 業 名 道路期成同盟会活動の推進 構成市町村名 

事業概要 
圏域内の国・県道等幹線道路網の早期整備に向け

期成同盟会による要望活動等を実施する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 
関係市町村が地域の総意として要望活動を行うことで、各路線の必要性をより広域

的な視点で訴えることができ、予算の確保、事業の進捗につなげることができる。 

中心市の役割 上田市長が会長職を務める期成同盟会の事務局として総会及び要望活動を主催 

構成市町村の役割 総会及び要望活動への参加・協力 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

1,083 1,255 1,273 1,167 1,167 

 

２１-② 

事 業 名 国・県道整備促進事業 構成市町村名 

事業概要 
圏域内の国・県道等幹線道路網の事業実施に必要

な地元（市町村）負担金を確保する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 各路線において必要な予算を確保し、着実に事業を進めることで渋滞緩和を図る。 

中心市の役割 各期成同盟会の要望活動を主催するとともに、事業実施に必要な負担金を確保 

構成市町村の役割 要望活動への参加及び負担金の確保 

費用の考え方 必要に応じて各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

24,506 30,650 32,850 63,500 63,500 
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２１-③ 

事 業 名 市町村道整備事業 構成市町村名 

事業概要 

「上田地域 30分（サンマル）交通圏構想」を中

心とした渋滞緩和及び、地域内外との交流のため

の市町村道路網整備を進める。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 各市町村道の整備により渋滞緩和や交流促進を図る。 

中心市の役割 上田地域の骨格道路となる環状道路及びこれを補完する道路を整備 

構成市町村の役割 上田地域 30 交通圏の確立に向けた各市町村内の道路の整備 

費用の考え方 各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

150,831 457,177 402,794 435,075 435,075 

 

 

取組 取組の内容 

(イ)将来にわたり持続可能な

公共交通網の確保・維持

に向けた取組 

圏域公共交通の維持・活性化に取り組む 

 

成果指標 

（KPI） 
運賃低減バス実証運行前輸送人員（176 千人）比率 

現状値 

（H28.3） 
1.14倍（201千人） 

目標値 

(R３) 
1.5倍（264 千人） 

 

２２-① 

事 業 名 
地域公共交通の利用率向上と地域住民の利便性

確保 
構成市町村名 

事業概要 

H26.10.1 から、上田市と青木村を結ぶ路線バスの

青木線について、上限 300円として運賃低減を図

り、利用者増につなげることを目的に、青木村も

運賃低減バス実証運行を開始した。 

上田市、青木村 

事業効果 

双方の交流の拡大や観光振興、文化交流、地域の活性化等につながる。 

公共交通サービスの充実により、環境負荷の低減と人にやさしいまちづくりに貢献

する。 

中心市の役割 利用促進のための啓発活動 

構成市町村の役割 利用促進のための啓発活動 

費用の考え方 運賃低減による減収分に対する負担割合は、協定による。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

6,972 7,094 6,687 7,344 7,344 

補助金等の名称 補助率 

運賃低減バス運行事業負担金 100% 
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 イ 定住促進 

    圏域外への人口流出を抑制し、圏域内への定住人口の増加を図るため、中心市と構成市

町村が連携し、定住促進策を推進する。 

 

取組 取組の内容 

（ア）圏域内への移住・定住

促進に向けた取組 

圏域をひとつのエリアとして捉え、移住・定住促進策を連携して推進

する。 

 

成果指標 

（KPI） 
構成市町村で連携した移住相談会への参加及び独自開催 

現状値 

（H28） 
参加６回、独自開催１回 

目標値 

(R３) 
参加 12回、独自開催４回 

 

２３-① 

事 業 名 移住促進施策の情報発信とネットワーク化 構成市町村名 

事業概要 

各市町村が既に実施している移住施策について、

公式ホームページの相互リンクによりエリアと

しての魅力を発信する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、嬬恋村 

事業効果 移住希望者が隣接する構成市町村の空き家バンクなどへもアクセスしやすくなる。 

中心市の役割 構成市町村間の調整 

構成市町村の役割 連携する市町村が実施している空き家バンク等移住施策情報へのリンクを貼る。 

費用の考え方 必要に応じて各市町村で予算化し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － － － 

 

２３-② 

事 業 名 移住相談会の実施 構成市町村名 

事業概要 

銀座 NAGANO 等での移住希望者に対する相談会を

開催するとともに、各市町村の情報提供を充実す

る。合わせて、移住者へのフォローアップ相談等

の開催を検討する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
気候風土など共通する特徴が多いことから市町村プレゼンを集約して実施し参加者

から好評。欠席市町村への相談を他市町村の職員がカバーする体制が整備された。 

中心市の役割 実施時期や内容及び準備に係る総合調整 

構成市町村の役割 隣接する他の構成市町村も含めたエリアとして PRを実施する。 

費用の考え方 必要に応じて共同出展イベント参加負担金を徴収する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

3,479 3,571 4,179 4,035 4,035 

 

２３-③ 

事 業 名 広域的な移住促進策推進体制の構築 構成市町村名 

事業概要 

休日移住相談窓口や広域移住体験ツアーなど構

成市町村が共同で総合的に企画・運営する体制の

研究及び構築。併せて、移住促進事業に取り組む

民間団体等のノウハウを活かすことも検討する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村 
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事業効果 

買い物や通勤通学など生活圏を共有する上田地域において、移住者が住まいと勤務

先を探す場合など広域エリアで対応することで移住実現率と満足度を向上させる効

果の高いサービスを提供することが期待できる 

中心市の役割 研究会議の運営 

構成市町村の役割 研究会議への参加及び地元地域内での研究・検討 

費用の考え方 必要に応じて各市町村で予算化して対応する 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

6 － 407 157 157 

 

 

取組 取組の内容 

（ア）圏域内への移住・定住

促進に向けた取組 

地域への移住・定住にあたって安定した就労を求める若者を支援する

体制、制度を充実させる。 

 

成果指標 

（KPI） 

①就職面接会（就職説明会含む）の参加者数 

②移住相談件数（うち雇用マッチング数） 

現状値 

（H27） 

①500 人 

②実績なし 

目標値 

(R３) 

①500 人 

②100 人（20人） 

 

２４-① 

事 業 名 学卒者及び移住希望者の就職支援 構成市町村名 

事業概要 

上田地域全体の事業所、学卒者を対象とした学卒就職

者の面接会を開催するとともに、就職先を探す移住希

望者を支援する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 

就職面接会の参集範囲を上田地域全域に拡大することにより上田地域内での学卒就

職者の増加が図られる。 

また、結果として若者の移住促進と雇用創出が図られる。 

中心市の役割 
上田職業安定協会、ハローワーク上田と連携し就職面接会を開催 

移住者の就職マッチングを進める 

構成市町村の役割 
上田地域出身者及び在住者の多くの学卒者が当地域内の事業所に就職するよう、就

職面接会への参加促進と就職マッチング支援に係る地元企業情報の提供等の協力 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

1,464 1,464 1,464 1,464 1,464 

 

２４-② 

事 業 名 「企業ガイドブック上田」作成・配布 構成市町村名 

事業概要 
上田地域在住及び出身の学卒者へ当地域で活躍する

事業所を紹介し、地域内への就職を促す。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
企業ガイドブックの配布先を上田地域全域に拡大することにより上田地域内での学

卒就職者の増加が図られる。 

中心市の役割 上田職業安定協会と連携した企業ガイドブック上田の編集・発行 

構成市町村の役割 
上田地域出身者及び在住者の多くの学卒者が当地域内の事業所に就職するよう、市

町村内でのガイドブックの有効活用 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

2,002 2,002 2,002 2,002 2,002 
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２４-③ 

事 業 名 
上田職業安定協会ホームページを活用した就職支

援 
構成市町村名 

事業概要 
上田職業安定協会ホームページにおいて上田地域

の事業所を紹介する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町 

事業効果 
ホームページの閲覧案内先を上田地域全域に拡大することにより上田地域内での学

卒就職者の増加が図られる。 

中心市の役割 上田職業安定協会と連携し、上田地域の事業所情報をホームページで紹介 

構成市町村の役割 
上田地域出身者及び在住者の多くの学卒者が当地域内の事業所に就職するよう、市

町村内でのホームページの閲覧・活用 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

402 402 402 402 402 

 

２４-④ 

 

事 業 名 UIJターンと地域若者等定住就職支援事業 構成市町村名 

事業概要 

民間職業紹介事業者に委託し、UIJターン希望者の就

職相談や「お試し就業」の実施、また、地域の就職困

難な若者等に対する基礎研修や職場体験研修等の実

施を通じて、正規雇用にむすびつける。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町 

事業効果 
UIJターン希望者や就職困難な若者等の就職を支援することにより、移住促進と地域

への定着が図られる。 

中心市の役割 
民間職業紹介事業者と連携し、UIJターン希望者や就職困難な求職中の若者等に対し

て、就業への支援を行う。 

構成市町村の役割 
地元出身の Uターン希望者や地域若者等求職者及び地域企業に対する本事業参画へ

の広報・周知 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － － － － 
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(3) 圏域のマネジメント能力の強化に係る政策分野 

 ア 人材育成・交流 

    中心市と構成市町村が連携して人材育成等を行い、圏域のマネジメント能力向上を図る。 

 

取組 取組の内容 

（ア）職員のマネジメント能

力の強化に向けた取組 

市町村の実情や業務ノウハウ等の情報交換・人的交流を行い、職員の

資質向上並びに圏域全体の行政力の向上を図る。 

 

成果指標 

（KPI） 

①合同職員研修参加者数 

②職員相互派遣者数 

③任期終了後の地域おこし協力隊隊員の圏域市町村内定住人数 

現状値 

（H28） 

① 72人 

②  1人（H24-H28年度） 

③  -人 

目標値 

(R３) 

① 100人 

②  3人（H29-R３年度） 

③  14人 

 

２５-① 

 

２５-② 

事 業 名 職員相互派遣の実施 構成市町村名 

事業概要 
構成市町村が協議により連携協力に資する分野

を相互に決定し、相互に職員の派遣を検討する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 
それぞれの職員が地域的課題や業務ノウハウ等を共有し、互いの能力を高めあい、

圏域全体の行政力の向上が図れる。 

中心市の役割 
定住自立圏構想における連携協力分野の内容を踏まえた自市において相互派遣が望

ましい部所の洗い出し、構成市町村の意向を踏まえた相互派遣の調整。 

構成市町村の役割 
団体内での相互派遣が望ましい部所の洗い出し、中心市の調整に基づく職員相互派

遣の実施。 

費用の考え方 実施に係る費用負担は発生しない。 

 

 

 

事 業 名 合同職員研修の実施 構成市町村名 

事業概要 
構成市町村が毎年度合同職員研修計画を策定し、

合同で職員研修を実施する。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、坂城町、立科町、 

嬬恋村 

事業効果 
共同開催による規模のメリットで研修経費の削減が図れるとともに、圏域の将来像

を見据えたマネジメント能力の強化に向け、統一的な人材育成を図ることができる。 

中心市の役割 
構成市町村の意向を踏まえた合同職員研修計画の調製、使用会場の提供、参加者の

募集、研修実施の委託などの事務。 

構成市町村の役割 
中心市の合同職員研修計画の調製に対する協力、団体内における研修計画の周知、

参加者の選定等の事務。 

費用の考え方 構成市町村から負担金を徴収し実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

633 580 638 678 678 
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２５-③ 

事 業 名 地域おこし協力隊の交流促進事業 構成市町村名 

事業概要 

馴染みのない地域で活動する隊員のサポートの

一環として、構成市町村の隊員同士の交流会を実

施する。 

また、隊員を受け入れる側の市町村の担当職員同

士も、交流することで隊員の任用やサポート体制

等のノウハウの共有を図る。 

上田市、東御市、青木村、 

長和町、立科町、嬬恋村 

事業効果 
同じ境遇の隊員同士が交流を通じて、活動や地域に馴染むノウハウなどの共有が図

られる。 

中心市の役割 
想定する事業実施に向けた計画案を提案するとともに、調整及びとりまとめを行い、

交流会を実施する。 

構成市町村の役割 中心市の事業計画に協力し、事業を連携して行う。 

費用の考え方 必要に応じて構成市町村の費用負担により実施する。 

事業費 

（千円） 

H29 H30 R 元 R２ R３ 

－ － 128 147 147 
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５ 上田地域定住自立圏事業一覧（R２年度予算総括表） 

 

(千円) 

No

No 事業名

1

① 地域医療教育センター支援事業 19,082 4,160 1,136 1,326 2,302 28,006

② 深夜等初期救急患者受入体制の整備 8,730 350 233 1,100 10,413

③ 上田市内科・小児科初期救急センター運営 34,563 3,569 845 567 1,851 41,395

④ 周産期医療体制の確立 602,228 95,528 697,756

2

① 結婚支援連携事業 646 87 13 17 42 30 50 885

3

① 子育て支援施設「ゆりかご」運営事業 3,696 242 242 240 569 4,989

4

① 病児・病後児保育センター運営事業　 21,574 442 474 22,490

5

① 障がい児担当保育士育成研修（公開保育・実習等による研修） 112 27 6 7 8 160

② 保育職員に対する研修会（講演会等の開催） 125 31 7 8 10 181

6

① 発達支援に関する地域連携推進事業　 305 66 18 22 411

7

① 上小圏域成年後見支援センター運営事業 17,930 3,925 1,088 1,269 24,212

8

① 地域生活支援拠点整備事業 2,933 639 174 205 3,951

9

① 不登校児童・生徒に関わる情報交換会の開催 - - - - -

② 不登校児童・生徒に関わる研修会の開催 48 11 2 3 64

10

① スクールカウンセラー活用事業 1,055 599 50 52 1,756

② スクールソーシャルワーカー活用事業 1,535 299 100 52 1,986

11

① 図書館相互利用の促進事業 - - - -

② 図書館連携事業 - - - -

③ 文化芸術振興に向けた連携促進 128,500 128,500

12

① 公立大学法人長野大学の活用と連携促進

13

① 民有林の間伐促進 10,237 2,076 7,343 2,860 22,516

② 森林保護啓発イベントの開催（上小森林祭（県主催）） 1,509 20 200 1,729

③ 木質バイオマス利活用策の研究・検討 1,300 350 100 1,750

④ 国有林の適正な森林整備等の促進に係る連携（国への要望） - - - - -

14

① 被害木の伐倒駆除 68,004 8,078 56,732 11,440 34,990 179,244

② 地上薬剤散布・樹幹注入 18,500 1,100 752 20,352

③ 樹種転換 1,850 1,026 3,030 8,000 13,906

④ 松くい虫防除対策の検討会（プロジェクトの実施） 114 114

⑤ 国有林内の松くい虫防除対策推進に係る連携（国への要望） - - - - - -

15

① 有害鳥獣駆除対策の推進 27,400 3,759 4,240 7,390 3,432 2,000 48,221

② 関係市町村による有害鳥獣に関する情報交換会の開催や効果的な対策の研究 722 722

③ 市町村境における有害鳥獣の広域捕獲の連携 6,000 54 60 6,114

16

① 産業立地・人材養成支援事業

② 企業立地情報の共有・発信事業

③ 技術・製品開発等に対する支援

④ 上田地域産業展支援事業 3,500 500 200 4,200

⑤ 広域連携推進事業

産業の活性化に向
けた取組
【産業振興】

東信州におけるものづくり等産業振興の推進

圏域の特性を生か
した生涯学習の促
進に向けた取組
【教育・文化】

地域資源・地域施設の有効活用及び圏域住民の利便性向上

地域の高等教育機関を核としたネットワークの形成

豊かな森林環境の
保全・整備、有害
鳥獣対策に向けた
取組
【環境】

森林づくりと森林資源の有効活用

松くい虫防除対策の推進

野生鳥獣による農林業被害連携対策

障がい者・高齢者
の権利を護る体制
の確立に向けた取
組
【福祉】

成年後見及び権利擁護体制の充実

障がい児者の地域生活支援体制の整備

児童生徒に対する
きめ細かな支援体
制の確立に向けた
取組
【教育・文化】

不登校児童・生徒の支援体制の充実

児童生徒が安心して登校し、学校生活を送るためのきめ細かな支援体制の充実

結婚から子育てま
でのきめ細かな支
援に向けた取組
【福祉】

結婚支援体制の連携強化

子育て支援体制の充実

病児・病後児保育事業の拡充

障がい児への支援体制の強化

発達支援に関する地域連携体制の充実

坂城町 立科町 嬬恋村 計

地域医療再生に向
けた取組
【医療】

地域医療再生に向けた取組の推進

取組
【分野】

取組内容
上田市 東御市 青木村 長和町
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No

No 事業名

17

　 ① 広域観光圏の形成の推進

② 観光地商品造成・キャンペーン 300 48 348

18

① 特産品等の販売・PRの促進 320 320

② 銀座NAGANOの活用 150 150

③ 道の駅の活用と連携の推進 7,701 7,701

19

① スポーツ合宿・高地トレーニング施設の誘致促進 5,050 4,000 9,050

20

① 生産体制と消費者ニーズの情報収集 - - - - -

② 農産物販路拡大・6次産業化に対する支援 - - - - -

③ ワイン等を活用した地域振興連携 100 100 100 100 100 100 600

④ 新規就農者支援体制整備事業 5,886 779 1,335 8,000

21

① 道路期成同盟会活動の推進 636 185 44 100 62 51 89 1,167

② 国・県道整備促進事業 48,000 15,500 63,500

③ 市町村道整備事業 248,000 16,850 170,225 435,075

22

① 地域公共交通の利用率向上と地域住民の利便性確保 1,344 6,000 7,344

23

① 移住促進施策の情報発信とネットワーク化

② 移住相談会の実施 3,456 218 161 200 4,035

③ 広域的な移住促進策推進体制の構築 157 157

24

① 学卒者及び移住希望者の就職支援 1,080 237 67 80 1,464

② 「企業ガイドブック上田」の作成・配布 1,477 324 91 110 2,002

③ 上田職業安定協会ホームページを活用した就職支援 297 65 18 22 402

④ UIJターンと地域若者等定住就職支援事業

25

① 合同職員研修の実施 342 150 24 35 47 36 44 678

② 職員相互派遣の実施 - - - - - - - -

③ 地域おこし協力隊の交流促進事業 90 25 10 22 147

総計 1,305,657 131,203 84,110 53,081 21,694 39,419 172,999 1,808,163

圏域内への移住・
定住促進に向けた
取組
【定住促進】

移住・定住促進策の連携推進

若者の域内移住・定住を支援する体制・制度の充実

職員のマネジメント
能力の強化に向け
た取組
【人材育成・交流】

職員の交流

地元農産物による
地域経済の活性化
に向けた取組
【産業振興】

地元農産物の効果的な活用

圏域内の幹線道路
網等の整備促進に
向けた取組
【地域交通】

上田地域30分（ｻﾝﾏﾙ）交通圏構想を中心とした圏域内の幹線道路網の整備促進

将来にわたり持続
可能な公共交通網
の確保・維持に向
けた取組
【地域交通】

圏域公共交通の維持・活性化に向けた取組

嬬恋村 計

圏域の知名度アッ
プに向けた取組
【産業振興】

広域観光の推進

特産品のブランド化とPR活動の推進

スポーツを活用した地域のブランド化及び地域活性化の促進

取組
【分野】

取組内容
上田市 東御市 青木村 長和町 坂城町 立科町

 


